
アロマフリー型大豆油インキを使用�
しています。�

古紙配合率１００％再生紙を�
使用しています。�





シーリング材料・表面保護材料�
自動車塗膜用ガードフィルム�
制振材料�
両面接着テープ・熱接着フィルム�
精密加工・接合システム機器�
印刷用ラベル原反�
住宅用防水・気密関連製品�
塗装マスキング・養生関連製品�
安全・表示関連製品�
電設・結束用関連製品（脱鉛ビニルテープ）�
防食関連製品・防塵用クリーン関連製品�
液晶表示用光学フィルム�
（偏光板・位相差板など）�
透明導電フィルム�
電子部品関連テープ�
電気絶縁用テープ�
耐熱バーコードラベリングシステム�
半導体製造プロセス用ウエハ保護システム・材料�

高分子分離膜�
（逆浸透膜・限外ろ過膜・�
精密ろ過膜など）�

半導体封止用樹脂�
半導体製造工程用クリーニング材�

経皮吸収型医薬品�
医療用具�
培養おたね人参�
サージカルテープ�
テーピングテープ�
害生物駆除材料�
水溶性両面接着テープ�

液晶表示用光学フィルム�
（偏光板・位相差板・�
輝度向上フィルムなど）�

●経皮吸収型医薬品� ●サージカルテープ�

●半導体封止用樹脂�

●偏光板�

●輝度向上フィルム�

●自動車塗膜用ガードフィルム� ●両面接着テープ�●シンク用表面保護フィルム�

●半導体製造プロセス用ウエハ保護システム� ●熱はく離シート� ●マスキングテープ�
�

●高分子分離膜�

テーププロダクツ�
事業部�

接合テープ事業部�

テープ応用品�
事業部�

シーリング材料・表面保護材料�
自動車塗膜用ガードフィルム�
制振材料�

半導体材料事業部�

回路材事業部�

電子部品材事業部�

メディカル事業部�

エンジニアリング�
プラスチック事業部�

メンブレン事業部�

水溶性両面接着テープ�
両面接着テープ・熱接着フィルム�
精密加工・接合システム機器�
印刷用ラベル原反�

防食関連製品�
住宅用防水・気密関連製品�
塗装マスキング・養生関連製品�
安全・表示関連製品�
電設・結束用関連製品（脱鉛ビニルテープ）�
防塵用クリーン関連製品�

液晶表示用光学フィルム�
（偏光板・位相差板・輝度向上フィルムなど）�
透明導電フィルム�

半導体封止用樹脂�
光デバイス封止用透明樹脂�
半導体製造工程用クリーニング材�

フレキシブル回路基板�
HDD磁気抵抗ヘッド用薄膜金属回路基板�

電子部品用耐熱テープ�
電子部品関連テープ・電気絶縁用テープ�
耐熱バーコードラベリングシステム�
半導体製造プロセス用ウエハ保護システム・材料�

経皮吸収型医薬品・医療用具�
培養おたね人参�
サージカルテープ・テーピングテープ�
害生物駆除材料�

ふっ素樹脂加工製品・多孔質膜材料�
ポリイミドベルト�

高分子分離膜�
（逆浸透膜・限外ろ過膜・精密ろ過膜など）�

オプティカル�
事業部門�
�

テープマテリアル�
事業部門�

エレクトロニクス�
事業部門�

スペシャリティー�
プロダクツ�
事業部門�
�

●ポリイミドベルト�

●ふっ素樹脂製テープ�

●ふっ素樹脂多孔質膜�

ふっ素樹脂加工製品�
多孔質膜材料・ポリイミドベルト�
電子部品用耐熱テープ�

半導体封止用樹脂�
光デバイス封止用透明樹脂�
フレキシブル回路基板�
HDD磁気抵抗ヘッド用薄膜金属回路基板�

●フレキシブル回路基板�

●光デバイス封止用透明樹脂� ●HDD磁気抵抗ヘッド用薄膜金属回路基板�



自社の高分子分離膜を利用した�
溶剤・純水の回収・再利用�

希薄有機溶剤ガスの濃縮・脱臭処理�
�

有機溶剤ガスの燃焼処理�

有機溶剤ガスの�
回収・再利用�
�

産業廃棄物のＲＤＦ化�
（ＲＤＦ ： Ｒｅｆｕｓｅ Ｄｅｒｉｖｅｄ Ｆｕｅｌ�
＝ごみ固形燃料）�

発電廃熱を有効利用した�
コージェネレーション�
（熱電併給）システム�



この環境基本方針は社内外に公開する�

�

・ 最高の品質とサービスをお客様に提供しよう�
・ 安全を全てに優先しよう�
・ 常にチャレンジ精神を持って行動しよう�
・ 法と倫理に基づいて行動しよう�

・ お客様に満足される新しい機能を創造します�
・ 社員の個性を尊重し、�
　一人ひとりの豊かさの実現を図ります�

環境に関する事業所最

高の審議機関で環境管

理責任者を委員長、各

実行部門の長をメンバー

とし、事業所長も参加し、

毎月一回開催しています。

環境委員会では主に環

境目的・目標の達成状

況の確認、事業所の環

境課題の審議などを行い、

環境マネジメントシステ

ムの確実な運用と継続

的改善を図っています。�
�

事業所長から任命され、

事業所の環境マネジメン

トシステムの構築、実施、

維持にあたります。環境

管理責任者は職制上の

地位と無関係に責任と

権限を与えられ、事業所

長の代行者として事業

所の環境マネジメントシ

ステムの運用、改善に責

任をもっています。�
�

事業所の環境マネジメン

トシステムは有効に運用

され、機能しているか、改

善の目標は順調に達成

されているか、遵法は確

実に実施されているか、

など環境マネジメントシス

テムの運用状況を事業

所長から直接任命された

内部環境監査員が毎年

監査を行っています。また、

当社では他事業所のメン

バーによる環境監査も毎

年実施し、システムのレ

ベルアップに努めています。�

環境技術開発部は、環

境保護に関わる専門部

署として、以下のような

活動を行い、特に技術

面から日東電工グループ

全体の環境保護活動を

サポートしています。�

�
●環境予算のとりまとめ�
●環境マネジメントシステム
の確立、およびグループ
会社への展開�
●環境リスクの低減�
●ボランタリープランの推進�
●環境に関する情報の開示・ＰＲ�
●環境に悪影響を与える化
学物質の管理�

環境委員会は、環境担

当役員、各事業所長、環

境技術開発部員などで

構成されています。環境

に関する活動計画の策

定・推進・および特定テ

ーマの解決や推進のた

めの専門部会の設置な

どが主な役割で、日東電

工における環境に関す

る最高審議機関となって

います。環境委員会で審

議された内容は、経営戦

略会議へ提案・決議され、

実行へと移されます。�

年２回開催される「環境委員会」は、環境に関する当社の最高審議機関です。ここで決定した事項は各事業所に

徹底されます。また、国内の各製造事業所では、事業所長が環境に関する経営者となり、事業所環境委員会、環境

管理責任者、内部環境監査員を配置。事業所に適した環境マネジメントシステムの構築・実施・維持・改善を行い、

それぞれの方針に基づいた環境保護活動を実施しています。�



豊橋事業所でのゴミゼロ達成や、関東事業
所、尾道事業所におけるリサイクルの促進
によって、２００２年度の目標値をクリアしまし
た。２００１年度からは、上方修正した新たな
目標に向けての活動をスタートします。�
�

海外の拠点については、経団連が示した「地
球環境憲章」を基本とし、国内における対
応と同等レベルの環境保護を行うことを目
標としています。�
�

コージェネレーションの２号機が稼動を開始
したことよって、豊橋事業所におけるＣＯ２の
排出とエネルギー原単位が向上しました。
また、関東、滋賀の２事業所では省エネ型
のボイラーやコンプレッサーを導入するなど、
全社的な取り組みを継続しています。�
�＊エネルギー原単位：燃料や電力などの使用量を原油換算したものを「エネルギー使用

量」といい、「エネルギー原単位」は、生産高当たりのエネルギー使用量をいいます。�

＊産廃原価比率 ＝
 産廃原価（産廃そのものの材料費や加工費）  

×100
生産高�

自家処理を前提に、リサイクル率を大幅に
向上させることで達成可能な目標として定
めたものです。�

産業廃棄物の廃棄量を2002年度までに50％
削減します。（1991年度比）�（　　　　　　　　　　　　　 ）�

原油換算のエネルギー使用量を、生産高
１００万円当たり４６０ に抑えることを目標と
しました。エネルギー管理指定工場を中心に、
コージェネレーション導入をはじめとする省エ
ネルギー活動を進めることにより、達成でき
ると予測した数値です。�

（　　　　　　　　　　　　　 ）�

１９６０年代からの取り組みをベースにＰＲＴＲ

制度の主旨も配慮して、化学物質の排出

量管理を強化しました。目標値には、１９９８

年度実績の５０％カットを掲げ、最終的には

限りなくゼロに近づけることを目指しています。�

有機溶剤の排出量を2002年度までに50％削
減します。（1998年度比）�（　　　　　　　　　　　　　 ）�

環境マネジメントシステム（ＩＳＯ１４００１）の
認証取得にむけ、２つの目標を掲げています。
ひとつは、１９９８年度中に国内の全製造事
業所が取得すること。次に、２０００年度中に
国内の全製造グループ会社が取得するこ
とです。�

東北事業所�関東事業所�豊橋事業所�亀山事業所�滋賀事業所�尾道事業所�

(　) の数字は削減率�

生産増にともない、溶剤の使用量は増加。

しかし、無溶剤型粘着テープの開発や、溶

剤回収装置の改修による効率アップなどに

よって、排出量は減少しました。また、グルー

プ会社の日東シンコー（株）では脱臭炉を

新規に導入しました。� (　) の数字は削減率�

２０００年度に本社事業所が認証取得。国
内製造グループ会社は、1社を除き、全て取
得しました。また、目標には含まれていなかっ
た国内の販売会社は、６社が自主的に取得
しました。�
�
�

１９６９年に設立した「台湾日東電工」などで、
取り組みを推進中です。また、海外に新工
場を建設する際には、環境に関するデザイ
ンレビューを実施して、計画・設計段階から
日東電工と現地のエンジニアが自然環境
に配慮しています。�

産業廃棄物削減の２００２年度目標を達成したことから、日東電工では
従来の目標を上方修正する形での見直しを行い、新目標を策定しました。
２００１年度からは、この目標に向けて、全社の取り組みを一層加速させ
ています。�

１. 再資源化率 　　　　 以上（２００２年度）→「ゴミゼロ工場の達成」�

２. 発生抑制 ２０００年度は１7％であった産廃原価比率＊を…�

 ２００２年度には、　　　　　　　削減し１5％に�

 ２００５年度には、　　　　　　　削減し１２％にする�

エネルギー原単位＊を2002年度までに20％
向上します。（1990年度比）�

東 北 �関 東 �豊 橋 �亀 山 �滋 賀 �尾 道 �九 州 �

(　) の数字は削減率�

九州事業所�



日東電工では、継続的に環境保全設備や技術を導入して
きました。累計額は約１４０億円。これまでは大気汚染対策
が主でしたが、次第に省エネルギー設備の比率が増加する
傾向にあります。2000年度には、豊橋事業所にコージェネ
レーションの２号機を導入しました。�

（百万円 / 月）�

経済産業省の「環境ビジネス発展促進等調査・環境会計委
員会」において、当社はドイツなどで開発中の「マテリアルフロ
ー会計」のモデル企業として活動しています。これは、生産に
投入されたマテリアルから間接
費までを、製品へのフローと廃
棄物へのフローに分けて、工程
単位で物量と金額の両面から
把握する手法で、環境会計を
社内の内部管理に役立ててい
く考えです。�

環境保護のための廃棄物処理費や設
備費（減価償却費）や技術開発費
（R&D&E費）などを指す「環境保全コス
ト」のほかに、産業廃棄物など製品にな
らない原材料費や、お客さまのもとに行
かない溶剤購入費などを「環境負荷コ
スト」としてとらえています。これらの管理、
分析から適切な経営判断を下すのが、
日東電工の考えている「環業経営」です。�
�

「環境保全コスト」によって適切な環境対
策を講じ、それにより「環境負荷コスト」を低
減させることが、資源生産性の向上やトータ
ルローコストにつながります。これが、環境と
事業の両立をはかる「環業経営」の考えです。
当社は、この考えにもとづく環境予算を年
度ごとに編成し、各事業部（門）の責任を明
確にしています。�

＊ 環境会計をグループ会社に拡大したことに伴い、２０００年度実績
より、従来の生産高比から売上高比に変更しました。�

18.3%

39.3%

18.8%
16.0%

13.6%
11.9% 11.1%

6.1%

2.9%

（2000年度実績）�

350億円�

39億円�

17億円�

2億円�

 408億円�
（3,400.2百万円 / 月）�

産廃原価 ＊ �

エネルギー費�

溶剤購入費�

用水使用料�

計�

38億円�
�

11億円�

49億円�
（407.9百万円 / 月）�

廃棄物処理費などの�
環境保全費�

環境R&D&E費�

計�

＊ 原料や資材として購入した物
品のうち、製品としてお客さま
のもとに行かない産廃そのも
のの材料費や加工費を指し
ます。当社は生産高に対する
産廃原価の比率を産廃原価
比率ととらえ、「環業経営」の
指標としています。�

集計の対象範囲：日東電工単独　２０００年４月～２００１年３月�

日東電工では、２０００年度より環境会計を導入し、その集計
結果を決算短信の付属資料として公表しています。２０００
年度は単独での実施でしたが、２００１年度から順次グルー
プの製造加工会社への連結を進めています。当社の環境
会計の特徴は以下の３点です。�

1.環境会計を応用した環境予算を年度ごとに編成している。�
2.環境省のガイドラインの環境保全コストに追加して、製品�
にならない産業廃棄物そのものの材料費・加工費（産廃
原価）や、社内の製造段階で消費されるエネルギー・溶剤・
用水の購入費を環境負荷コストと定義して環境コストに
含めている。�
3.環境負荷コストの低減を環境効果と考え、資源生産性の�
向上を図り、トータルローコストへつなげる。�

２０００年度の環境会計は、日東電工単独で事業部（門）単
位に実施しました。その結果、環境負荷コストは売上高・生
産高の予算達成にほぼスライドして増加しました。また、環
境負荷コスト比率（売上高に占める環境負荷コストの比率）
は１8.3％でした。今後、産廃原価の低減を中心とした技術
開発を進め、具体的な目標として、２００５年度までに環境負
荷コスト比率を１３％まで低減させていくことを目指します。�

金額（億円）�

項目�

売上高  17,995.0 18,534.2�

生産高  16,594.6 17,093.3�

環境保全コスト�

 一般経費 66.9 80.0�

 廃棄物処理費 68.7 79.1�

 業務委託費 20.2 19.2�

 人件費 43.1 43.5�

 減価償却費 58.3 93.2�

 R&D&E費 118.3 92.9�

 計 375.5 407.9�

環境負荷コスト�

 産廃原価 2,645.1 2,913.9�

 エネルギー費 309.7 326.3�

 溶剤購入費 150.0 141.1�

 用水使用料 21.7 18.9�

 計 3,126.5 3,400.2�

環境負荷コスト比率 17.4% 18.3%

2000年度予算� 2000年度実績�

�



２０００年度は約２３万５千トンの原材料から、約２０万トンの製品が生まれています。その差約３万５千トンは産業廃棄物
として環境に負荷を与えるだけでなく、製造原価（産廃原価）として経営にも影響を与えています。�

１９９２年に日東ユーテック（株）を設立し、廃
棄物のマテリアルリサイクルやサーマルリサ
イクル（産業廃棄物の燃料化）などを進めて
います。その結果、産業廃棄物の廃棄量は
大幅に削減され、２００２年度目標を２０００年
度にクリアしました。豊橋事業所は、２００１年
３月にゴミゼロを達成。「ゴミゼロ活動」は引
き続き全社展開を図っています。�

また、「産廃原価」の低減に向けて２０００年７
月から進めていた「産廃原価低減に関する
調査プロジェクト」は、当初の成果を達成し
終了しました。２００１年度からは、そこで得ら
れた結果をもとに、課題の解決を目指した技
術開発を生産技術開発センターを中心に進
めていきます。�

豊橋事業所では、１９９１年度に月間８２５ｔであっ
た産業廃棄物の廃棄量を、２００１年３月末に実
質的にゼロにまで削減しました。これは、製造設
備の改造で廃棄物の発生を抑制したり、徹底し
た分別によりリサイクル率を高めるなどの取り組
みによるもので、全社で進めているゴミゼロ活動
のモデルケースとなるものです。�

産業廃棄物の発生量は、生産増にともない
過去の最高となってしまいました。しかし主に
リサイクルへの徹底した取り組みにより、廃
棄量は過去最低の水準にまで削減され、２年
前倒しして、２００２年度目標を達成しました。�

分別の徹底によって、
再資源化率が昨年
の６２％から８３％に
向上しました。「ゴミ
ゼロ」の推進によって、
２００２年度には再資
源化率を９８％以上
に高める予定です。�

事業所や従業員の意識向上を図るため、２種類�
の表彰規程を新たに設けます。�

�
　産廃原価低減に功績のあった個人や�
    グループを対象とする賞�

�
　「ゴミゼロ」を達成した事業所を�
     対象とする賞�

廃棄量

発生量

原単位�

滋賀事業所の発生量原単位が、昨年の162
から290に増えているのは、一時的な廃水の
増加によるものです。�

構成比で尾道事業所の数値が昨年の１５．４％から
１９.5％に増えているのは、生産高の伸びによるもの
です。�

/百万円�

/百万円�



コージェネレーション（自家発電をしながら、その
ときに出る廃熱を蒸気として回収する設備）は、
ＣＯ２の排出抑制と省エネルギーの有効な手
段です。豊橋事業所では、１９９９年にコージェネ
レーションの1号機を、２０００年に２号機を設置。

これらが稼働したことによりＣＯ２の排出は減
少し、エネルギー原単位も改善されました。�
＊２００１年度版から電力消費・燃料消費に起因するＣＯ２発
　生量は［日本国政府「気候変動に関する国際連合枠組
　条約」に基づく日本国報告書（１９９４年）］の換算係数を
　使用し、脱臭炉・焼却炉に起因するＣＯ２発生量は分析デー
　タから算出しています。�

豊橋事業所のコージェネレーショ
ン２号機の稼動開始のほかに、東
北事業所の経皮吸収型テープ製
剤など各事業所で高付加価値製
品の生産が伸びたこともあり、原
単位が改善されました。豊橋事業
所で新しい脱臭炉廃熱利用ボイラー
タービン発電設備が稼動すること
から、２００２年度目標は達成できる
見通しです。�

東北、関東、亀山の３事業所は、豊橋事業所に続きコージェネレー
ションの導入を検討しています。�

用途別では、昨年に比べて電力消費にともなう排出量の比率
が約１９％減少し、燃料消費による排出量が１５％増加しています。
これは主にコージェネレーションの導入によるものです。�

今年の７月に豊橋事業所に完成する脱臭炉廃熱
利用ボイラータービン発電設備は、ＮＥＤＯ（新エネ
ルギー産業技術総合開発機構）の先導的省エネ
ルギー技術の助成を受けて導入するものです。廃
熱利用ボイラーからの余剰蒸気を蒸気タービンに
より電力に転換するシステム。負荷変動時の省エ
ネ性にすぐれ、熱と電力の比率変動にも対応でき
るこの設備の稼動によって、豊橋事業所ではコージェ
ネレーションと合わせて７５％が自家発電で賄え、
1カ月当たり原油換算で２４５k の省エネルギーが
実現します。�

＊�

＊�

＊ 当社独自の分析�
結果から算出�

～�

水�

目標�

使用量�

原単位�

（  /百万円）�

（  /百万円・原油換算）�
�



日東電工は、有害化学物質の使用量・排出
量削減のため、１９９７年度からＰＲＴＲ（化学
物質排出・移動登録）に取り組んでいます。
環境省のパイロット事業で対象となったＰＲＴ
Ｒ対象の３５４物質中、２０００年度には６３物
質を取り扱っており、２６物質を大気中に排出

していました。１９９８年度にトリクロロエチレン、
１９９９年度にはテトラクロロエチレンの使用を
全廃。また、トルエンなど有機溶剤の排出削
減にも努めており、今後も継続的に取り組み
を推進していきます。�
�

日東電工で使用する有
機溶剤は、製造設備の
乾燥工程でほぼ全量が
揮発します。当社はそれ
らの排出抑制に努め、２０
００年度の大気への排出
量は ４,３２０ t でした。�
�

クラフトテープをはじめとする無溶剤型粘着テープの
比率が増えてきたことや、溶剤回収装置の回収率向
上などの効果により、排出量は減少しています。�
�

東北事業所�関東事業所�豊橋事業所�亀山事業所�滋賀事業所�尾道事業所�九州事業所�
（t/年）�

日東電工の基幹事業である粘着テープの生
産では、さまざまな有機溶剤を使用します。そ
こで当社では、有機溶剤を使用しない製品
の開発と、製造工程で揮発する有機溶剤の
排出抑制に取り組んでいます。これまでに、さ
まざまな無溶剤型粘着テープの開発、溶剤
回収装置や脱臭炉(有機溶剤ガスの燃焼処

理装置)の設置などにより、排出量は大幅に
削減されました。当社は、溶剤削減技術を研
究開発の最優先課題と位置づけており、粘
着テープ研究センターを中心に無溶剤型製
品の開発に力を注いでいます。�

（　月）�

製品の用途に応じて最適な無溶剤型粘着テープを開
発するために、当社は次の５つのテーマで技術開発を
進めています。�

・溶剤の代わりに水を使用するエマルション型粘着剤�
・シート状に塗布して重合するＵＶ重合型粘着剤�
・熱溶融型のホットメルト型粘着剤�
・ポリマーが高温で軟化する性質を利用する固形粘着剤�
・溶剤の含有量を削減したハイソリッド型粘着剤�

豊橋事業所の使用量原単
位は、昨年の３７１から３５７に
減少しました。これはクラフト
テープのホットメルト化や溶
剤回収装置の回収率向上
などが、寄与したものです。�

�

�
　  /百万円�

対象外のため未測定�

対象外のため未測定�

対象外のため未測定�

ポリオキシエチレン＝�
ノニルフェニルエーテル�

キシレン�
(2－メトキシエタノール)

ジクロロペンタ�
フルオロプロパン�

フタル酸ジ－ｎ－ブチル�

アクリル酸�

エチレングリコール�
モノメチルエーテル�

フタル酸ビス�
2-エチルヘキシル�

トルエン�

ジクロロメタン�
（塩化メチレン）�

（DOP）�

（DBP）�

（HCFC-225）�



日東電工では、１９９６年、規格制定に先立っ
て「日東電工グループのＩＳＯ１４００１認証取得」
を方針決定。九州事業所を手始めに、２０００
年度までに本社事業所を含むすべての事業

所が取得を完了しました。現在は、国内の製造・
販売グループ会社から海外グループ会社へと、
認証取得の動きは広がっています。�

日東電工では、製造会社を中心に海外の
事業所において日本国内と同等の環境
対策の推進をサポートしています。�

２０００年７月に本社事業所が取得し、国内の全事業所が認証を
取得。国内の製造グループ会社も２０００年度に４社が取得し、
１社を除き取得が完了しました。さらに国内の販売グループ会
社５社も認証を取得しました。�

海外で粘着テープを製造しているグループ各社では、有機
溶剤の排出を低減するために溶剤回収装置や脱臭炉を設
置して、周辺の環境に配慮した操業を行っています。ベルギ
ーのゲンクにある日東ヨーロッパ（１９７４年設立）、米国ニュ
ージャージーにあるパーマセル（１９８８年からグループ会社に）、
中国にある日東電工上海松江（１９９７年設立）で、国内同
等もしくはそれ以上の排出基準を達成しています。また、１９
６９年に設立した台湾・高雄の台湾日東電工においても、脱
臭炉の設置を計画しています。�

日東ヨーロッパとタイ・アユタヤにある日東マテリアルタ
イランド（１９９７年設立）では、豊橋事業所に１９９８年に
設置したヒートサイクル式排ガス処理システム（製造設
備より排出されるガスを燃焼処理で無害化すると同時に、
この熱エネルギーを熱風として回収し製造設備へ供給
するシステム）を導入し、従来の製造方式と比較して約
２５％のエネルギー使用量を削減しています。�

ＩＳＯ１４００１のルールにのっとって、各拠点
で厳正な内部環境監査を実施しています。
２０００年度の監査の結果、とくに問題にな
る点はありませんでした。�

海外グループ会社の環境活動を支援するために、環境
技術開発部では２０００年度から各社の環境負荷の実態
調査を実施しています。特に、産業廃棄物の適正処理
については、現地の責任者と一緒に産廃処理場の現地
確認を行っています。�



当社は１９９７年のＩＳＯ１４００１認証取得を機に、独自の製品
アセスメントを策定。製品開発のガイドラインとして運用して
きました。製品のライフサイクルに応じて環境影響評価を行
い、以下の４点を環境適合製品の条件としました。�

より定量的、定性的な製品評価アセスメントを確立するため、
２００１年度からは新しい基準に移行して環境適合製品の開
発に取り組む計画です。これらの基準をクリアした製品は今
後当社ホームページにも掲載して、広く普及を図る予定です。�

本社及び各事業部（門）の研究開発部門では、「環境対応
の技術開発により、ビジネスチャンスを拡大する」という観点
から、溶剤削減技術や脱鉛・ハロゲンフリー技術などを確立し、
環境負荷低減に寄与する製品開発に取り組んでいます。�

使用している化学物質について、MSDS（化学物質安全性
データシート）をもとに、法規制情報を中心とした化学物質情
報データベースを構築し運用しています。また、すべての化
学物質について使用開始前に事前審査を行い、適切に管
理できることを確認してから使用しています。�

当ガイドラインの内容などは、
当社ホームページ�
（http://www.nitto.co.jp）に
も掲載します。�

生産技術開発センターと各事業所の生産技術部門では、
高速化・高精度化など生産性向上の技術開発とともに、製
品開発の初期段階から研究開発部門と連携をとって量産
化技術の確立を行っています。また、前述の「産廃原価低
減に関する調査プロジェクト」で得られた結果をもとに、産廃
原価の低減に向けた技術開発に取り組んでいきます。�

5

3

1
0

従来�
一次�
二次�

 従来 一次 二次�
減量化 2 2.2 2.3�
長寿命化 2    3 4�
再資源化 2    3 4�
分解性 2    2 2�
処理容易性 2 2.8 3�
環境保全性 2    3 3.3�
省エネルギー性 2    3 5�
情報提供 2    2 2�
総合評価 2 2.6 3.2

８つの観点から製品の環境適合性を審査し、その評価に基
づいて開発を進めます。各項目については現行品を２点とす
る５点満点で採点し、総合評価が３点以上の製品を環境適

合製品と認定。評
価は、１次（開発に
着手する段階）と２
次（生産部門に移
管する段階）の２度
にわたって行います。�

２００１年度から資材等の調達における環境負荷軽減を目的
に、独自のガイドラインに沿ったグリーン調達を開始します。
適用資材は原材料から外注作業、
一般事務用品なども含んでいます。
これにともない、納入業者評価制
度の項目のひとつに環境配慮を
追加します。�



金属製のロールに
比べて、小型・軽
量化を図ることが
できます。�

ここではカラーの
色を定着させます。�
このベルトもポリ
イミドベルトです。�

カラートナーを紙に
転写します。このベ
ルトが半導電性ポ
リイミドベルトです。�

カラーコピー機の内部構造�

ここでカラーのトナー�
が出されます。�

紙の流れ�

日東電工では１９９２年より全社包装委員会を設け、有害物質レスの「易廃棄」、通函
箱による「リターナブル化」、「リデュース（減量化）」を３つの柱に、包装面からの環
境対策にも取り組んでいます。�

ポリイミドベルトは、金属に
比べて熱容量が小さいため、
複写機の定着用ロール材
に使用することによって、加
熱用ヒーターの負荷を軽減。
省エネに寄与します。�

パソコンや携帯電話の液晶表示装置（Ｌ
CＤ）に貼り付けることにより、画面の輝度
を５０～６０％向上させます。�

�

従来の偏光フィルムは、光源から出た光
の５０％が無駄になっていました。ＮＩＰＯＣＳはそれらの光の向きをひねり、 
光源部分の反射板に反射
させて再利用。画面の明る
さが従来並みなら、電池の
寿命が約３０％伸びます。�

粘着テープの基材に、
古紙４０％以上の再生
紙を使用しています。�

�

�

溶剤を使わないホットメ
ルト系の粘着剤を採用
しています。製造時にも
廃棄時にも、環境負荷
の少ないテープです。�

従来の塩ビテープには、
安定剤としての鉛金属
塩や鉛系顔料が使用
されており、廃棄後の
鉛の溶出による地下
水の汚染が問題視さ
れています。「No.２１Ｎ
ＰＢシリーズ」は、安定
剤にはカルシウムを主成分とする複合材料を、顔料には有機系顔料を
採用。鉛フリーを実現しました。�

一般に使われるハロゲ
ン難燃剤は焼却時に有
害ガスを発生します。そ
こでハロゲン難燃剤に
代わって、特殊な金属
水酸化物を用いること
により、焼却時に有害ガ
スを出すハロゲンの使
用ゼロを実現しました。
難燃性は、ＵＬ規格の
V-0レベルです。�

少ないエネルギーで効率
良く水の汚れを分離ろ
過。澱粉廃液のリサイ
クルや排水から精製水
を作るシステムに応用
できます。�

�

膜とエレメント構造の改善により、従来では不可能とされていた「逆水洗浄」
を実現。長寿命設計です。�

家電リサイクル法の施行
（2001年度4月）にともない、
テレビ、エアコンの内装材の
再利用が促進され、部品に
はリサイクルのための易解体
性が要求されます。そこで当
社は、はく離時にきれいには
がれるテープを開発しました。�

�

基材には丈夫な不織布を採用。特殊な粘着剤を使うことにより、はがした
あとでも粘着剤が残りません。�

�

プリンターや複写機などのＯＡ
機器、テレビやエアコンなど家電
製品のクッション材、シール材の
接着用。携帯電話、パソコンな
どの内装部品の接着用。�

�

廃棄時に容易に焼却できるようオレフィン系素材を採用。さらに、基材や粘
着剤を薄くすることで軽量化や処理容易性にも配慮しています。�

�

完成した自動車が消費者のもとに届くまで、酸性雨や輸送時のダスト、鳥
のフン、飛び石などから塗膜を保護します。�

�

粘着剤は、車の塗膜の光沢や色合いに影響をおよぼしません。はく離した
後もテープ跡が残らず、美しさを保ちます。�



環境保護活動を行っている団体や環境保護を目的とする基
金に対して、日東電工は資金を提供し、その活動を支援して
います。�

関東事業所では、埼玉県と栃木県のメーカーがつくる「もの
造りを考える会」の要請により、環境活動見学会を実施。�
１６名の代表者が、産業廃棄物削減の取り組みなどについ
て工場内の各所を視察されました。�

すべての事業所では社員に、事業所の環境方針・目標を
記載したＩＳＯ14001環境カードを配布。「私の実行宣言」を
記入し、各自の環境意識向上を図っています。�

１９９９年、２０００年の過去２回、関係会社を含む全社員に環
境報告書を配布しました。�

環境マネジメントシステムの確実な運用と推進を図るために、
環境保全活動に関連する社員に対して、業務内容とキャリ
アに応じて、自覚、訓練、能力の向上を目的とする社員教育
を実施しています。また新入社員に対しては、入社研修時に
環境保全に関する教育を行っています。�

種　類� 教育項目� 対象者�

環境一般�
教育�

共通基礎教育�
他２項目�

教育実施部門の長�

すべての構成員�

初回作業教育�
他３項目� 特定作業従事者�

指名者�
（内部監査予定者）�

内部環境監査員認定教育�
他３項目�

環境有意�
作業教育�

環境特別�
業務教育�

豊橋事業所（グループ会社を含
む）では、三河湾浄化対策会議
の主催する梅田川ふれあいクリ
ーン作戦２０００に参加し、近隣を
流れる梅田川の清掃を行いまし
た。（２０００年９月３０日）�

亀山事業所では、１９９７年より社会貢献の一環として、地元
主要道路のクリーン作戦を展開してきました。２０００年は国

道１号線太岡時交差点を中
心に７０名が参加して第６回
目を実施致しました。今後も
毎年地域社会の美化運動
として継続します。�
（２０００年８月５日）�

滋賀事業所は、継続して行って
いる「清掃活動」の一環として、
事業所のある山寺町内の道路
のゴミ拾いを実施。２時間で約８０
ｋｇの空き缶などを回収しました。�
（２０００年１０月２０日）�


